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Ⅰ 独立行政法人国立大学財務・経営センターの概要

１．設置目的及び業務の範囲

独立行政法人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という。）は、独立行政法人国立大

学財務・経営センター法（以下「センター法」という。）（平成１５年法律第１１５号）に基づいて

設置された機関であり、センター法第３条の「国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法

人国立高等専門学校機構（以下「国立大学法人等」という。）の施設の整備等に必要な資金の貸付け

及び交付並びに国立大学法人等の財務及び経営に関する調査及び研究、その職員の研修その他の業務

を行うことにより、国立大学法人等の教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を図り、も

って国立大学、大学共同利用機関及び国立高等専門学校における教育研究の振興に資すること」の目

的を達成するため、センター法第１３条において次の業務を行うこととされている。

① 国立大学法人等の財産の適切かつ有効な活用について国立大学法人等に対する協力及び専門

的、技術的助言を行うこと。

② 国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の

取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付け（施設費貸付事業）を行う

こと。

③ 国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若しく

は整備又は設備の設置に必要な資金の交付（施設費交付事業）を行うこと。

④ 国立大学法人等における奨学を目的とする寄附金で特定の国立大学法人等に係るもの以外のも

のの受入れ及び当該寄附金に相当する金額の配分に関する業務を行うこと。

⑤ 高等教育に係る財政並びに国立大学法人等の財務及び経営に関する調査及び研究を行うこと。

⑥ 国立大学法人等における財務及び経営の改善に関し、その職員の研修、情報提供その他の業務

を行うこと。

⑦ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

２．センターの所在地

千葉県千葉市美浜区若葉２－１２

３．資本金

センターの資本金は、平成１８年３月末で９６億１百万円となっている。これは、土地、建物な

ど、国から現物出資されたものである。

土地については、学術総合センターの土地の４機関（当センター、大学共同利用機関法人情報・シ

ステム研究機構国立情報学研究所、一橋大学、独立行政法人大学評価・学位授与機構）による按分に

よる持ち分で、２４億３１百万円である。

建物については、学術総合センター４０億９１百万円、キャンパス・イノベーションセンター東京

（ＣＩＣ東京）１５億５９百万円、キャンパス・イノベーションセンター大阪（ＣＩＣ大阪）１４億

７４百万円となっている。

４．役職員の状況

独立行政法人通則法第１８条及びセンター法第６条の規定に基づき、役員として理事長、理事及び

監事が置かれている。

また、総務部及び研究部に教職員が２６名配置されている。
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（H18.3.31現在）

役 員 総 務 部 研 究 部 計

３（１） ２２ ４ ２９（１）

※（ ）内は非常勤役員数を外数で示す

５．沿革

センターは、平成４年に「国立学校設置法及び国立学校特別会計法の一部を改正する法律」（平成

４年法律第３７号）に基づき大学共同利用機関と同等の位置付けとして設置され運営されてきたが、

平成１６年４月に国立大学法人等の発足とともに、独立行政法人国立大学財務・経営センターとなっ

た。

平成４年４月１日 ○文部省に、国立学校財務センターの業務等に関する連絡協議等を行うため

関係局（部）課による連絡協議会が発足

平成４年４月10日 ○文部大臣裁定により、国立学校財務センターの創設準備組織要領が制定さ

れ、放送教育開発センターに国立学校財務センター創設準備に関する事務

を処理するため、「創設室」を設けることが決定

○準備室長に前川 正が就任

○創設準備室を文部省内に設置

平成４年５月６日 ○「国立学校財務センター」の設置を内容とする「国立学校設置法及び国立

学校特別会計法の一部を改正する法律」（平成４年法律第３７号）が公布

平成４年７月１日 ○「国立学校財務センター」設立。

○初代所長に前川正（前群馬大学長）が就任

平成11年４月１日 ○第２代所長に大﨑 仁（前日本学術振興会理事長）が就任

平成15年７月16日 ○独立行政法人国立大学財務・経営センター法（平成１５年法律１１５号）

が公布

平成16年４月１日 ○独立行政法人国立大学財務・経営センター設立

○初代理事長に遠藤昭雄（前国立教育政策研究所所長）が就任

６．設立の根拠となる法律名

「独立行政法人通則法」及び「独立行政法人国立大学財務・経営センター法」

７．主務大臣

センター法第２１条により主務大臣は、文部科学大臣とされている。
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８．審議等機関

理事長の管理運営責任の下で法人を運営するという独立行政法人制度の趣旨を踏まえ、法人の意思

決定に関して外部識者の助言機能及び意思決定の迅速化を図るべく、センター規則により次のような

機関を設置している。

（１）運営評議会

業務運営に関する重要事項について外部有識者の意見を聴くため、国立大学学長、学識経験者等

（２０名以内）からなる「運営評議会」を設置している。

（２）研究活動委員会

運営評議会における審議のうち、専門的な事項である調査研究に関する事項について審議するた

め、「研究活動委員会」を設置し、審議の結果を運営評議会会長に報告することとなっている。
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Ⅱ 事業の実施状況
平成１７年度においてはセンターでは、年度計画に基づき次の事業を行った。

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するために実施した措置

（１）組織の整備状況

①組織全体の整備状況

独立行政法人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という。）法の公布・施行に伴

い、平成１６年４月１日から、理事長の下、役員（理事及び監事）、管理部（平成１６年度に総務

部と名称変更）に総務課、施設助成課、経営支援・研修課の３課とともに、研究部を設置し、常勤

役職員２９名の体制でスタートした。

本年度は、新たな業務への対応とともに、より効率的な業務を推進するため、以下のとおり事務

組織体制の見直しを行った。

②事務組織の状況

ア．理事及び役員

理事長及び役員については、前年度同様、理事長、理事及び監事（常勤１人、非常勤１人）の

常勤３名、非常勤１名の体制を継続した。

イ．事務職員

ａ．審議役の配置

本年度の事務組織の見直しについては、施設費貸付事業の原資について、財政融資資金から

借り入れる資金に加え、新たに市場から資金を調達するための財投機関債（以下「センター債

券」という。）を発行することとしたことから、本年４月、当該業務に精通した高度な専門知

識を有する「審議役」（調査役の振替）を配置した。

なお、審議役はスタッフ職の位置づけであるが、センター債券の発行が施設費貸付事業の一

環として実施されるものであり、また、国立大学法人等の財産管理、施設費交付事業及び承継

債務償還等施設助成課の各種業務がそれぞれ連携し、一体として実施していることから、これ

らの業務を審議役の所掌事務とすることによって、より効率的・効果的に業務を推進できる体

制とした。

ｂ．経営支援・研修課の名称変更と課長補佐の配置

経営支援・研修課においては、その名称について、「研修」の業務は広い意味で経営支援の

一部であることや、国立大学法人等からの電話へのスムーズな対応も考慮し、本年４月、「経

営支援課」に名称を変更した。

また、経営支援課においては、本年度に予算化された「国立大学法人財務・経営情報提供シ

ステム」の基本設計の企画・立案、今後検討予定の学術総合センター共用会議室等の「会議室

予約管理システム」の検討及び経営相談体制の取組みに備えるため、本年４月、課長補佐（係

長の振替）を置くこととし、財務会計に精通している者を配置した。

③研究組織の状況

研究組織については、前年度と同様、研究部を置き、研究部長（教授）、教授２名、助教授１名

の計４名の常勤職員体制を継続した。この他７名の客員教員（うち１人は外国人客員教員）を配置

した。

（２）外部委託の検討・実施状況

①学術総合センター共用会議室の管理運営業務

学術総合センター一橋記念講堂及び共用会議室においては、適切な管理運営の実施と効率化を図

るため、前年度から、平日の予約受付補助業務、平日夜間・土休日昼夜間の利用者サポート業務及
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び会場設営サービス業務を外部委託していたが、本年度は、これらに加え、予約受付業務と請求補

助業務の外部委託を実施し、利用サービス業務の効率化を図った。

②キャンパス・イノベーションセンターの管理運営業務

キャンパス・イノベーションセンターにおいては、適切な管理運営の実施と効率化を図るため、

前年度から警備、清掃及び受付等の管理運営全般の外部委託を実施しており、本年度も同様に外部

委託を実施するとともに、一時利用室の会場設営の準備時間に配慮した鍵の貸出し、館内機器の取

扱い補助業務への対応など利用者の要望を踏まえて適切に対応した。

③セミナー・研修事業に係る業務

セミナー・研修事業に係る業務については、前年度まで、資料準備、運営実施に係る業務につい

て本センター事務職員が総動員態勢で対応してきたが、本年度は、当該業務のうち、資料印刷（印

刷、帳合い、封入作業）、開催当日の運営補助（受付、資料配付、講演者対応）を外部委託とし

た。この結果、職員の負担軽減を図ることが可能となり、事務職員の講演者等との連絡・調整等円

滑に運営できた。また、追加配付資料への迅速な対応等セミナー参加者へのサービス向上が図られ

た。

今後、さらに運営実施に係る業務の見直しを行い、より効率化のため外部委託をさらに推進する

こととしており、本年度は、一部のセミナーにおいて、講演者との連絡・確認、参加者名簿作成等

の作業を外部委託とした。

（３）事務情報化の推進状況

①ペーパーレス化の推進

前年度に引き続き、役員等の日程の周知、職員への事務連絡や諸報告など原則としてコピーを行

わず、電子メール及び共用ファイルを活用するペーパーレス化を推進することにより、経費の削減

と事務処理の効率化につなげた。

②新しい人事・給与システムの導入

本センターにおいても、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しに取り組み、平成１８年度

から給与改定を行うこととした。

これまで、国立大学間で開発し運用してきた汎用システムである「人事システム」及び「給与シ

ステム」で対応してきており、今次給与改正に当たって、これをカスタマイズすることが必要とな

ったが、このシステムは、人事と給与がそれぞれ別個のシステムであるため、両者の連携のために

は記録媒体を通じて取り込むことが必要であり、また、会計システムとの関係も同様の問題を抱え

るなど事務効率化の観点からの課題を抱えていた。

これら課題へ対応するため、今次給与改定を契機に、新たに、パッケージソフトである「人事・

給与システム」を平成１８年３月に導入した。

③事務情報化推進計画の策定

本センターにおいて更なる効率的・効果的な業務運営を実施するため、本年度は事務情報化の推

進計画を策定した。

推進計画においては、職員数が極めて少ない組織であること、一方、取り扱う金額は大きいこと

を踏まえ、どのような事務情報化が安全かつ効率的かという視点を基本に最適化を図ることとし、

実施に当たっては、業務に支障が生じないよう留意するとともに、投資する財源とその効果につい

て検証することとした。

（４）経費の削減状況

①運営費交付金を充当して行う業務に係る削減・効率化の状況
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文部科学大臣の認可を受けた中期計画に基づき策定した年度計画の予算に、一般管理費は３％、

その他の事業費は１％の効率化が盛り込まれており、年度計画に掲げる予算について適正に執行し

たことにより、年度計画以上の削減・効率化が達成できた。

ア．一般管理費（退職手当を除く）の削減状況

一般管理費については、ペーパーレス化の推進によるコピー用紙の大幅な削減、事務用品等消

耗品の長期使用、乗用自動車借上請負契約の見直し等を行ったことにより、一般管理費の決算額

において、約３．２％の削減率を達成した。

イ．事業費（退職手当を除く）の効率化の状況

事業費については、超過勤務の縮減、ペーパーレス化の推進、消耗品費の削減、刊行物のコス

トダウン、費用をかけないＰＲ等に努めたことにより、事業費の決算額において、約１．２％の

効率化を図った。

②大学共同利用施設の管理運営費に係る効率化の実施状況

大学共同利用施設の管理運営費については、消耗品の削減とともに、キャンパス・イノベーショ

ンセンター（東京地区）の電力契約を見直しし、効率化を図った。

２．国民に対して提供すべきサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するために実施

した措置

（１）国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

①財産管理に関する協力・助言

ア．課題の収集及び情報提供等

国立大学法人等が抱える課題の収集及び情報提供は、センターが国立大学法人等からの相談を

受け付け、これらに適切に助言することによりその役割を果たしている。

本年度は、国立大学法人等から道路拡幅に伴う土地処分や建物補償の方法、校舎敷地の借料の

考え方など１３件の相談があり、これまでにセンターが蓄積してきたノウハウや専門家の活用に

より助言を実施した。

なお、国立大学法人等からの相談（１３件）のうち、高度かつ専門的な内容となる法律相談に

ついては２件であった。これらについては、センターが不動産関係諸法及び財務関係に精通して

いる顧問弁護士及び司法書士に相談し、具体的な判例などについて文書での対応を原則として、

相談者である国立大学法人等の理解を得るまで行った。

また、情報提供をより積極的に進めるため、これまでの法律相談の内容を取りまとめた「財産

管理に関する法律相談事例集」を作成し、平成１８年１月に開催した財産管理研究協議会で国立

大学法人等へ配布した。

（本年度の相談の実績）

相談等の 土地建物の 土地建物の その他

内容区分 処分関係 維持管理関係 合 計

件 件 件 件

相談件数 １１（０） ０（０） ２（２） １３（２）

（注）（ ）内の数値は、法律相談で内数である。

イ．研究協議会の開催

国立大学法人等関係者を対象とする研究協議会については、国立大学法人等に対しアンケート

調査を実施してニーズを把握し、要請に応じた内容を設定した上で２回開催した。

第１回目の研究協議会は、平成１７年９月に附属病院を有する国立大学法人の担当部長又は担
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当課長及び実務担当者２１１人を対象に、センター債券の発行や施設費貸付事業をテーマとして

開催した。

なお、この研究協議会終了後、アンケート調査を実施した結果、回答者の全員が「参考になっ

た」又は「概ね参考になった」としており、参加者の満足度は高かった。

また、第２回目の研究協議会は、平成１８年１月に全国立大学法人等の実務担当者２９０人を

対象に、施設マネジメントや減損会計の導入等をテーマとして開催した。

なお、この研究協議会においても終了後にアンケート調査を実施した結果、「参考になった」

又は「概ね参考になった」との回答が９割を超えており、参加者の満足度は高かった。

②財産処分に関する協力・助言

ア．処分促進方策調査協力者会議の開催等

処分促進方策調査協力者会議は、国立大学法人等の求めに応じて開催することとなるが、本年

度はその要請はなかった。なお、道路拡張等に関する財産処分等の相談はあったものの、処分促

進方策調査協力者会議の開催に至るまでの事案は生じなかった。

イ．財産処分関連業務

財産処分関連業務は、国立大学法人等からの委託を受けて、センターが旧特定学校財産の処分

を通してこれまでに蓄積してきたノウハウを国立大学法人等の財産処分に活用する仕組みである

が、財産処分関連業務に関し国立大学法人等からの委託はなかった。

ウ．ＰＲ活動

今後、国立大学法人等が上記会議の開催や財産処分の委託業務に係る事案が生じた場合に、セ

ンターを活用することができるよう、平成１８年１月に開催した財産管理研究協議会において、

そのシステムや手続きについて資料配付し説明するなどＰＲに努めた。

（２）施設費貸付事業及び施設費交付事業

①施設費貸付事業

ア．施設費貸付事業の実績

施設費貸付事業に係る文部科学大臣の定めに基づき、３３国立大学法人（６９事業）に対し、

大学附属病院の施設整備等に必要な資金として、７１，２２７百万円の貸付を行った。

なお、当初計画額と実際の貸付額との差額１，２１７百万円は、国立大学法人において入札を

行った結果、落札価格と予定額との間に差額が生じたためであり、計画に基づき国立大学法人の

資金需要に応じた円滑な事業が実施できた。

（本年度の貸付実績） （単位：百万円）

区 分 当初予算額 前年度繰越額 予算現額 貸付額 翌年度 貸付不用額

繰越額

(27大学法人) (5大学法人) (28大学法人) (28大学法人) (15大学法人)

施設整備費 (41事業) (6事業) (47事業) (47事業) (19事業)

43,560 6,806 50,366 49,462 － 904

(20大学法人) (1大学法人) (21大学法人) (21大学法人) (16大学法人)

病院特別医療 (20事業) (2事業) (22事業) (22事業) (16事業)

機械整備費 21,940 137 22,077 21,764 － 313
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(32大学法人) (5大学法人) (33大学法人) (33大学法人) (23大学法人)

合計 (61事業) (8事業) (69事業) (69事業) (35事業)

65,500 6,943 72,443 71,227 － 1,217

※ 単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。

イ．償還確実性の審査等

施設費貸付事業については、センター設立以来、「施設費貸付規程」、「施設費貸付事業審査

基準」及び「貸付金債権管理規程」を整備し、償還確実性の確保等事業実施に万全を期したとこ

ろである。

ａ．施設費貸付事業審査基準等の運用手続きの策定

施設費貸付事業のより一層の円滑かつ適切な事業実施のため、ア、後年度の元利金償還割合

が過大となるかどうかの検証の具体的方法、イ、借入申請内容と施設整備計画との整合性の検

証の具体的方法等、審査に係る検証の具体的手続きを明確化した「審査基準等の運用手続き」

を策定した。

ｂ．具体的審査方法

センターにおける審査としては、前年度の概算要求時における事前審査、本年度の文部科学

省への借入金認可申請時及び国立大学法人からの借入申請時における審査、財務諸表確定後に

おける事後審査を実施した。

事前審査は、国立大学法人の概算要求時において文部科学省における翌年度の貸付対象事業

の選定に資するため、償還確実性を中心に実施した。

本年度の文部科学省への借入金認可申請時における審査及び国立大学法人からの借入申請時

における審査のうち、文部科学省への借入金認可申請時における審査においては、国立大学法

人から提出を受けた契約状況一覧及び資金計画により、事業内容、進捗状況、借入時期の妥当

性及び収支見込みの妥当性について審査を実施した。

さらに、国立大学法人からの借入申請時における審査においては、事業内容、償還計画及び

担保力について総合的な審査を実施した。具体的には、文部科学省が定める事業内容（目的・

借入金額・資金使途等）と申請内容との整合性はどうか、また、診療収入に占める単年度当た

りの元利金償還額の割合が原則として事業年度における診療収入の１００分の３０以内である

かどうかや附属病院収入に占める債務残高の割合が原則として診療収入の１００分の４００以

内であるかどうか、加えて、担保物件の評価額が債務残高を超過しているかどうかについて審

査を実施した。

また、国立大学法人の財務諸表確定後には、事業の実施状況、財務状態及び担保物件の異動

状況等について検証を行うこととしている。

ｃ．附属病院経営の推移等からみた償還確実性

償還確実性については、附属病院に係る診療報酬の推移等多角的側面からの視点も必要であ

るため、本年度から、国立大学法人から提出された複数年分の経営管理の指標に関する資料を

一覧表にすることにより、診療収入、医業費用等の過去からの推移を検証し、償還確実性に影

響を与えるような著しい変動がないことを確認した。

ウ．施設費貸付事業財源の調達

ａ．長期借入金

本年度は、施設費貸付事業の財源として財政融資資金から６６，２２９百万円の長期借入を

行った。

ｂ．センター債券の発行

上記借入金のほか、センター債券の発行により市場から４，９９８百万円の資金調達を行っ

た。
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（本年度財源調達実績） （単位：百万円）

当初予算額 前年度 予算現額 調達実績額 財政融

繰越額 資資金 債券

区 分 借 入 発行

財政融 債券 財政融 財政融 債券 財政融 債券 不用額 差金

資資金 発行 資資金 資資金 発行 資資金 発行

施設整備費 43,560 － 6,806 50,366 － 49,462 － 904 －

病院特別医療 16,940 5,000 137 17,077 5,000 16,766 4,998 311 2

機械整備費

合 計 60,500 5,000 6,943 67,443 5,000 66,229 4,998 1,215 2

※ 単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。

（国立大学法人等に対する説明等）

センター債券の発行に当たり、国立大学法人担当者を対象とした財産管理研究協議会を平成

１７年９月に開催し、債券発行のスケジュールや施設費貸付事業のスキーム変更等について国

立大学法人に説明し、円滑な実施に努めた結果、支障なく事業が展開できた。

（ＩＲ活動及び各付けの取得等）

一方、センター債券の発行に当たっては、投資家の投資判断に資するための「債券内容説明

書」を作成し、個別投資家訪問、アナリスト説明会及びホームページの整備等ＩＲ活動（投資

家向け広報活動）を積極的に行い、透明性の確保に努めるとともに、センター債券に係る格付

を取得した（（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） ＡＡ＋）。

ｃ．資金需要及び工期遅延に対する対応

施設費の貸付に当たっては、国立大学法人の資金需要に適切に対応するため、財政融資資金

からの借入は月１回実施し、センター債券の発行時期は、国立大学法人の資金需要及び市場環

境を勘案して平成１８年２月２０日に発行した。

なお、大学での工期の遅延等により資金計画の遅れが生じないよう、各国立大学法人から、

月初めに資金計画等の提出を求め、未契約等の場合には、契約時期、支払計画の時期等各国立

大学法人から事情を聴取し確認するなど、昨年度以上に緊密な連絡調整を図った結果、今年度

は工期の遅れ等による翌年度への繰越事例は１件もなく円滑に実施できた。

エ 債権回収及び債務償還の状況

施設費貸付規程等に基づき、国立大学法人から確実に貸付金の回収を行うとともに、財政融資

資金に対する長期借入金債務の確実な償還を行った（回収・償還は毎年度９月及び３月）。

なお、回収の確実性を確保するため、金銭消費貸借契約に基づき、ａ状況報告書の徴取（毎事

業年度終了後、事業状況報告書、事業完了報告書を徴取）、ｂ財務諸表等の徴取（貸付期間中、

毎事業年度終了後前年度の決算に関する財務諸表等を徴取）、ｃ現地調査（年２回（春・冬）、

センター職員が国立大学法人（抽出：１９大学）に出向いて行う現地調査）を実施した。
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（本年度回収及び償還実績） （単位：百万円）

財政融資資金等への償還額 国立大学法人からの回収額
区 分 前年度末

債務残高 借入額 元 金 利 子 年 度 末 元 金 利 子 年 度 末
償還額 支払額 債務残高 回収額 回収額 貸付残高

財政融資資金 54,404 66,229 23 891 120,610
23 894 125,608

センター債券 － 5,000 － － 5,000

合 計 54,404 71,229 23 891 125,610

※ 単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。

※ センターの年度末債務残高と国立大学法人への年度末貸付残高との差額は、債券発行差金である。

※ センターの財政融資資金等への利子支払額と国立大学法人からの利子回収額との差額は、債券発行諸費用に充

当。

②施設費交付事業

ア 施設費交付事業の実績

施設費交付事業に係る文部科学大臣の定めに基づき、９０国立大学法人等（９７事業）に対

し、施設整備等に必要な資金として、１２，１８０百万円を交付した。

また、国立大学法人等の資金需要に適切に対応するため、交付金は国立大学法人等の請求に基

づき概算払いにより支払を行った。

なお、当初計画額と実際の支払額との差額１０百万円は、国立大学法人において入札を行った

結果、落札価格と予定額との間に差額が生じたためであり、計画通り円滑に実施できた。

（本年度の交付実績） （単位：百万円）

区 分 当初予算額 前年度繰越額 予算現額 支払済額 翌年度 不用額
（ ） 繰越額交付決定額

営 繕 ( ) ( ) ( )90大学法人等 90大学法人等 90大学法人等

事 業 費 5,502 － 5,502 5,502 － －

不 動 産 ( ) ( ) ( )3大学法人等 3大学法人等 3大学法人等

購 入 費 4,840 － 4,840 4,840 － －

施 設 ( ) ( ) ( ) ( )3大学法人等 3大学法人等 3大学法人等 3大学法人等

整 備 費 － 1,848 1,848 1,838 － 10

( ) ( ) ( ) ( ) ( )90大学法人等 3大学法人等 90大学法人等 90大学法人等 3大学法人等

総 計 10,342 1,848 12,190 12,180 － 10

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。

イ 施設費交付事業の適正な実施

施設費の交付に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」及び「セン

ター施設費交付事業費交付要綱（平成１６年６月１日理事長決定）」等に基づき、各大学から、

法人名、事業名、交付申請額、その目的と内容等を記載する交付申請書の提出を受け、ａ当該申

請に係る交付金が法令及び文部科学大臣の定めに違反しないか、ｂ目的・内容が国立大学等の教
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育研究環境の整備充実を図るためのものか、ｃ交付申請額が土地の取得、施設の設置等及び設備

の設置に必要な資金か、金額の算定に誤りがないかについて審査し、適性と認められたため交付

決定を行った。

また、当該事業完了後、各大学から実績報告書が提出され、交付決定の内容及びこれに付した

条件に適合しているかどうかの審査を行い、交付金の額の確定を行った。

さらに、年２回（春・冬）、センター職員が国立大学法人（抽出：１９大学）に出向き、交付

対象事業に係る現地調査を実施した。

なお、本年度は、工期の遅延について、より国立大学法人等と緊密な連絡調整を図った結果、

翌年度への繰越事例は１件もなかった。

ウ 施設費交付事業の財源の確保

施設費交付事業の財源とするため、国立大学法人等が国から出資された土地を処分した場合、

その処分収入の一部をセンターに納付する仕組みとなっており、本年度は、１１国立大学法人か

ら財産処分収入の一部（４０７百万円）が納付された。

（３）寄附金の受入れ及び配分

①寄附金の受入れの促進・普及

前年度においては、わかりやすいパンフレットとして「不特定奨学寄付金の受入れ」を作成し、

同趣旨の内容をホームページに掲載するとともに、経済団体等にパンフレットを送付して趣旨の理

解と啓発に努めたものの、結果として寄附金の申し入れはなかった。

このため、本年度は、できる限り費用をかけずに効果的な普及に努めることを基本に、センター

ホームページの当該内容を見直すとともに、これまで検索エンジンでのキーワード入力では検索で

きなかったため、ＨＴＭＬ化を行い、一般的な検索が可能となるよう改善した。

また、本年度は、センターの事業等を理解してもらうために投資家に対して行ったアナリスト説

明会（平成１７年１２月５日開催）において、既に作成しているパンフレットを有効に活用して参

加者に配付するなど事業の趣旨の普及に努めたが、結果として、本年度も寄附金の申入れを受ける

ことができなかった。

このため、平成１８年３月には、理事が直接、センターの業務に理解の深い三菱東京ＵＦＪ銀

行、三菱ＵＦＪ証券及びみずほ証券を訪ね、制度の趣旨の理解と啓発を行った。

②配分

寄附金の受入れが無かった。

（４）高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

研究部（常勤の教育研究職員４名）では、高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営の

改善を図るために、①大学の財務・経営に関する調査研究活動、②内外の高等教育財政に関する調査

研究活動、③国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料の収集分析、④ＩＭＨＥ事業等への参加

等を行っており、また、⑤これらの調査研究の成果の公開を積極的に進めている。

①大学の財務・経営に関する調査研究活動

ア プロジェクト研究の実施

研究部では、次の２点を主要課題とするプロジェクト研究を実施し、国立大学の財務・経営の

改善に資する情報の提供を行った。

ａ 法人化前後における国立大学の財務諸側面（資金の獲得・配分・利用状況）に関する変化を

実証的に明らかにすること。



- 12 -

ｂ 法人化後の各国立大学の実態調査を行い、先進的事例の分析を行うこと。

イ 法人化前後の国立大学における資金の獲得・配分・利用状況に関する総合的研究

ａ 法人化前の実態調査

本年度は、平成16年3月に実施した学長・事務局長を対象としたアンケート調査の詳細分析

を行い（基礎的分析については『国立大学における資金の獲得・配分・利用状況に関する全国

調査（中間報告）（平成16年8月）』として刊行済み。）、その分析結果を『国立大学におけ

る資金の獲得・配分・利用状況に関する総合的研究』（国立大学財務・経営センター研究報告

第９号）として下記のとおりとりまとめ、公開した。

当該報告書は、全国立大学学長や大学図書館等に配賦するとともに、センター主催の各種セ

ミナー・シンポジウムの際にも希望者へ配賦した（550冊）。また、センターのホームページ

での公開も行った（ダウンロード数推計：612件）。

『国立大学における資金の獲得・配分・利用状況に関する総合的研究』）の概要

法人化前の国立大学における財政・財務の実態を明らかにするため、平成１５年度に実施

した全国立大学の学長・事務局長を対象としてアンケート調査と併せて財務関連資料を収集

し、これらについての詳細な分析を行った。

この類の調査は前例がなく、法人化以前の国立大学における①新規概算要求、②外部資金、

③学内での資金配分、及び④資金・資源の活用に関しての詳細がはじめて明らかにされた。

例えば、概算要求や資金配分をめぐる意思決定について、法人化以前において既に学長を

中心とした意思決定プロセスの構築が進められる一方で、その進捗状況には大学間で差があ

ること、学長・執行部による予算の競争的・重点的配分方式も進められているが、それらの

個別具体的な方法には大学間で多様性が存在すること、基盤的な教育研究費の不足感が法人

化前においてすでに高まってきていることなどが明らかとなった。

ｂ 法人化後の実態調査

上記の他に、本年度は、国立大学法人化後の実態の把握と質問紙調査の設計にむけた情報収

集のため、４大学（福岡教育大学・九州大学・岩手大学・秋田大学）への訪問調査を実施し

た。また、この訪問調査の結果の検討を踏まえて、合宿形式による質問紙の検討会等を行い調

査票を作成した。

この調査票を平成18年1月に全国立大学の学長等（担当理事含む）に配布し、回答を回収し

ているところ（年度末の回収率94％）であるが、多岐にわたる調査項目であることもあり、大

規模大学を含めた数大学から「回答にさらに時間を要する。」旨の連絡があったため回答期間

を延長した。このため、平成18年3月に刊行を予定していた中間報告書は、来年度に発行する

こととしている。

②内外の高等教育財政に関する調査研究活動

ア ＯＥＣＤ－ＩＭＨＥ翻訳報告書の刊行

本年度は、ＯＥＣＤ－ＩＭＨＥ翻訳報告書「大学経営危機への対処」を６月に刊行した。

当該報告書は、ＯＥＣＤの高等教育機関マネージメント事業（ＩＭＨＥ）及びイングランド高

等教育財政カウンシル（ＨＥＦＣＥ）の共同提案による「国際高等教育財政経営プロジェクト」

（2002～2004年）に基づき作成された、参加各国のケーススタディー報告書の翻訳作業を行った

ものである。

この翻訳報告書は、国内関係者に対し各国の高等教育財政や経営の実態について、より簡便な
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形での情報提供を可能とするものであり、各国の高等教育財政の実態及び大学経営の効率化、コ

スト削減、自己収入増加などについての事例が記載されるなど、国立大学関係者にとって大学経

営に関する有用な知見を提供することができる。

当該翻訳報告書は全国立大学学長や大学図書館に対し配賦を行ったほか、センター主催の各種

セミナー・シンポジウムの際に希望者への配賦（381冊）とともに、センターホームページにお

いて公開した（ダウンロード数推計：540件）。

イ 米国における先進的学内資金配分システムについて調査・研究

本年度は、前年度に引き続き、米国州立大学における先進的学内資金配分システムについて調

査・研究を行った。そこで調査対象校に選定したインディアナ大学は、米国の州立大学の中で、

責任センター資金配分（Responsibility Center Budgeting/ Management）を二番目に導入した

大学であり、州立大学の中で９０年代以降導入が進みつつある責任センター資金配分のモデルケ

ースとなっているものである。その特徴は、各部局に収入・支出を帰属させ、それを分権的に管

理することにより、より効率的・効果的な財務マネージメントを可能とするよう設計されている

点にある。本年度は当該校への追加調査を行うと共に、国立大学関係者への聞き取り調査を併せ

て行い、当該モデルの国立大学への応用可能性を確認し、具体的な応用方法について検討を進め

た。当該調査研究の成果の公表については、日本高等教育学会での学会報告を実施した。

またこの他に、大学財務に関するエイロン大学（ノースカロライナ州にあり、短期間で経営再

建を果たした小規模リベラルアーツ（教養）大学で、全米の注目を集めている。）のケーススタ

ディを実施し、その概要を紹介した。

ウ 欧州における先進的学内資金配分システムについて調査・研究

上記の調査研究のほか、欧州の諸大学における学内資金配分（業績主義的資金配分（Performa

nce Funding））に関する先進的事例として、イタリア・カターニャ大学、ポルトガル・リスボ

ン大学の学内資金配分システムについて聞き取り調査結果（業績及び自己収入の多寡に応じて資

金を配分することで、教育研究活動の活性化と収入確保を図ろうとしている）については、セン

ター研究紀要『大学財務経営研究』（第二号）においてポルトガルの高等教育財政制度に関する

研究論文を発表した。

また、ＯＥＣＤ高等教育政策レビュ－報告書（文部科学省学生支援課編）の分担執筆（第７章

「高等教育の資源」）を行い、我が国の高等教育財政の現状と課題について取りまとめを行っ

た。

③国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料の収集分析

ア 関係資料の収集

本年度は、後述する「国立大学法人の財務」の刊行及び「国立大学法人財務・経営情報提供シ

ステム」の構築に関連して、国立大学法人の財務諸表とその他財務資料（予算、収支計画、及び

資金計画）等を収集した。

イ 国立大学法人の財務・経営に関する分析

収集した財務諸表等の分析について、｢国立大学法人の財務｣の取りまとめ方針を検討する企画

検討会議における検討と併行して、編集の枠組み及び財務・経営に関する分析指標としての指標

群（財務の健全性・安定性、活動性、発展性及び効率性）の研究開発を行った。

より具体的には、国立大学法人法等によって公表が義務付けられている貸借対照表、損益計算

書、キャッシュフロー計算書、業務実施コスト計算書及び附属明細書で得られる財務情報等の特

質について検討するとともに、国立大学法人の規模、構成等の特性に応じて相互に財務・経営状

況を比較できるようグループ分けを行った。また、私立大学で実施されている財務分析の方法等

についても調査し、国立大学法人と学校法人の異同点を考慮した財務指標のあり方について検討
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するとともに、国立大学法人全体及び個別大学について予算・決算分析を実施した。

なお、これらの分析の結果を用いて、後述する｢国立大学法人の財務｣が刊行された。また、こ

の他に、センター主催のセミナー・研修事業等に際し、調査研究成果を踏まえた専門的見地から

支援を行った。

④ＩＭＨＥ事業等への参加

ア ＯＥＣＤのＩＭＨＥ（高等教育機関マネージメント）事業への参加等

ＯＥＣＤのＩＭＨＥ事業については、“Trends in the Management of Human Resources in

Higher Education”（「高等教育における人事管理の動向」：8月22日～26日）へ参加するとと

もに、ＯＥＣＤ関係者であるフィンランド・タンペレ大学アレンバラ教授との大学の財務・経営

についての情報交換など各種協議を実施した。なお、来年度には同教授を外国人客員教授として

招聘することとしている。

イ 国際シンポジウムの開催等

東京大学大学経営政策研究センターとの共催で国際セミナー「高等教育の市場化―趨勢・問題

・展望」（9月19日～20日）を開催し、司会者・報告者としての役割を果たした。このセミナー

は、国際的に第一線で活躍している内外の高等教育研究者を招いて開催したものであり（参加国

数５カ国）、市場化という流れに直面した各国の大学が抱える問題点、対応策、今後の課題など

について活発な議論がなされた。その結果、各国で「市場化」とよばれているものの間にはかな

りの多様性が存在しているということが明確となり、日本における高等教育の「市場化」のあり

方を（市場化の流れそのものの是非も含めて慎重に）検討する上で、非常に有意義なセミナーで

あった。同時に、米国における大学マネージメントについての研究会（9月21日）をマクギネス

上級研究員（米国・高等教育マネージメント・システムセンター）、ゼムスキー教授（米国・ペ

ンシルバニア大学）の参加を得て実施した。

ウ 外国人客員教授の招聘

本年度は、外国人客員教授としてポルトガルのリスボン大学からカブリート准教授を平成18年

1月から3月にかけて招聘した。同教授は招聘期間中に講演会での報告とワーキングペーパーの執

筆を行った。

エ 日英高等教育に関する協力プログラムへの参加等

日英高等教育に関する協力プログラム（平成18年2月3日：日英合同推進委員会）に参画し、今

後のプログラムの推進について英国側と協議した。また、高等教育のファンディングについてイ

ギリス高等教育財政カウンシル(ＨＥＦＣＥ)と情報交換を継続していくことを確認した。さら

に、日独大学セミナー（日独大学改革－成果と展望）（平成18年2月28日：ドイツ大学学長会議

と国公私立大学団体国際交流担当委員長協議会の共催）において、我が国の高等教育におけるフ

ァンディングと経営改革について日本側を代表して報告した。本セミナーでは、大学側の経営の

自主性・自律性の向上を受けた財務・経営システムの課題につき両国の現状と問題解決に向けた

取り組みを討議した。

⑤調査研究成果の公開

ア 高等教育財政・財務研究会

高等教育財政・財務研究会は、参加者のニーズに応じて適時適切な内容を設定し、かつ土曜日
開催として参加しやすくするなど工夫して実施しており、その評価は高く、今後も引き続きリア

ルタイムに適切な内容を提供していく予定である。本年度は、平成１７年４月２３日、６月１８
日、９月１０日、１１月１９日及び平成１８年１月２８日日程で年５回（土曜日）に実施した。
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イ シンポジウム
センターの専任教員及び客員教員が行った調査研究活動の成果を公開するため、また当該調査

研究について外部の研究者等からの意見・コメントを得る機会の場としてシンポジウムを開催し
ており、本年度は平成１８年２月２１日に、「国立大学の財務と経営－財務情報をいかに活用す
るか－」を開催した。

ウ 講演会
外国における高等教育の財政・財務に係わる状況を捉えるため、本センターの外国人客員教授

や外国人研究者による講演会を年２回開催しており、本年度は平成１７年７月１６日に１回目

を、２回目を平成１８年２月２７日・３月２８日両日に分けて開催した。

エ 研究紀要

センターの専任教員及び客員教員の研究論文を中心として研究紀要を刊行しており、本年度は
平成１７年８月に『大学財務経営研究』（第２号）を刊行した。

オ 研究報告等
これまでの研究活動の成果は、前記の研究紀要や研究報告等で刊行しており、本年度は平成１

７年６月に『国立大学における資金の獲得・配分・利用状況に関する総合的研究』（第9号）を
刊行した。
また、平成１７年６月には『大学経営危機への対処－高等教育が存続可能な未来の確保－』を

刊行した。

カ 基盤的調査研究の成果

その他各専任教員においては、多数の基盤的調査研究を実施し、その成果を生み出している。

キ 社会貢献

高等教育財政・財務に関連して文部科学省等の審議会・研究会に全員が学識経験者として下記
のとおり参加し、社会貢献の役割を積極的に果たした。
天野 郁夫 文部科学省中央教育審議会大学分科会臨時委員

山本 清 文部科学省国立大学法人評価委員会臨時委員
丸山 文裕 日本私立学校振興・共催事業団学校法人活性化・再生研究会委員
島 一則 文部科学省教育財政に関する研究会メンバー
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（５）セミナー・研修事業の開催・実施

ア セミナー・研修事業の実施状況

本年度のセミナー・研修事業の実施については、年度計画等に基づいて、①大学トップマネー

ジメントセミナー（国立大学病院経営セミナーを含む）、②大学マネージメントセミナーⅠ及び

③大学職員マネージメント研修の４事業を社団法人国立大学協会（以下「国大協」という。）と

連携して実施した。

なお、これら事業の企画・立案は、それぞれの企画委員会において前年度のアンケートの調査

結果を踏まえつつ、受講対象者（当該企画委員会委員）の要請等を取り入れることにより、参加

者のニーズに対応した内容とすることができた。

イ アンケート調査の状況

本年度のセミナー・研修事業終了後のアンケート調査については、前年度の調査内容「全体の

満足度」、「今後取り上げてほしい事項」及び「持ち方に関する意見、希望」の３項目に加え、

新たに「各プログラムの満足度」の項目を設定し、参加者のニーズと受け止めの把握に努めると

ともに、回収率を高めるため、「アンケート用紙のカラー化」、「調査協力依頼のアナウンス」

及び「会場出口での調査協力依頼と回収の呼びかけ」を行ったことから回収率はアップした。

なお、アンケート調査の結果は、いずれにおいても回答者の９割超が「大変参考になった」ま

たは「参考になった」としており、参加者の満足度は高かった。

①大学トップマネージメントセミナー

ア 大学トップマネージメントセミナーの実施状況

本年度は、前年度のアンケート調査の結果や企画委員会における受講対象者の意見を踏まえ、

財務・経営面での直面する具体的課題とともに、法人化後１年の財政・財務の検証を中心とした

内容で平成１７年９月に実施した。

会議の持ち方としては、前年度のアンケート調査において、取り組み事例の紹介やグループ別

討議の充実を望む意見が多く寄せられたため、本年度は、グループ別討議のテーマを財政・財務

関連の４テーマ（財務戦略、学内予算配分、自己収入及び施設マネジメント）に絞り、テーマ毎

の取り組み状況の事例発表の形式とし、テーマ別討議が円滑にできるように参加者の多いテーマ

においては、大学の特性（附属病院の有無、学部規模）を考慮したグループ編成とした。

また、グループ別討議がより活発化するよう、事前にテーマに対する各参加機関での「問題

点」、「取り組み状況」及び「議論したい事項」を調査し取りまとめ、討議資料として机上配付

した。

（アンケートの調査結果）

なお、終了後のアンケート結果は、回答者のうち、「大変参考になった（４９．２％）」また

は「参考になった（４７．５％）」の合計が９６．７％であり、参加者の満足度は高かった。

イ 国立大学病院経営セミナー

本年度は、前年度に引き続き、収支規模等において最大の組織である病院経営上の諸課題に的

確に対応できる経営能力の涵養を図り、もって国立大学病院の経営改善に資することを目的とし

て平成１７年１２月に実施した。

前年度のアンケート調査結果では、学長、理事、事務局長等の法人本部関係者の参加が約３割

と少なく、法人本部関係者の参加を求める意見が多く寄せられたため、本年度は、対象者に財務

担当部長を加えるとともに、本部関係者と病院関係者の均衡に配慮を求めた結果、法人本部関係

者８２名、病院関係者８８名、計１７０名が参加し、均衡がとれるとともに、法人本部関係者、

病院関係者の共通認識を深めることを目的として、外部有識者、学長、病院長、文部科学省関係

者からなるパネルディスカッションを実施した。（参考：前年度参加者、法人本部関係者４５
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名、病院関係者９９名、計１４４名）

また、希望の多かったグループ別討議は病院経営システムの構築の観点から財務管理（４グル

ープ）と人事労務管理（２グループ）に分けることとし、討議が活発化するよう、事前に議論し

たい事項とその理由を調査し取りまとめ、討議資料として机上配付した。

（アンケートの調査結果）

終了後のアンケート調査の結果は、回答者のうち、「大変参考になった（３６．２％）」また

は「参考になった（５６．２％）」の合計が９２．４％であり、受講者の満足度は高かった。

②大学財務・経営セミナー

〇大学マネージメントセミナーⅠの実施状況

年度計画においては、その名称を「大学財務・経営セミナー」としていたが、国大協のセミナ

ーとジョイントして継続して実施することとしたことから、受講者が戸惑うことのないように、

名称を「大学マネージメントセミナーⅠ」と統一し、センターとしては、専門分野である国立大

学法人等の財務・経営に関する基本的知識の習得と実践的な経営能力の涵養を目的として「人事

・労務の部」、「財務・会計の部」を担当して、平成１７年１０月に実施した。

本年度は、国立大学法人化後１年半という状況を考慮しつつ、前年度のアンケート調査結果を

踏まえ、国立大学法人等の事例紹介や前年度決算の活用方法など実践的な内容を加えつつ、再度

基本的な知識習得も継続して実施した。

（アンケートの調査結果）

終了後のアンケート調査の結果は、回答者のうち、人事・労務の部では「大変参考になった

（３７．４％）」または「参考になった（６１．０％）」の合計が９８．４％、財務・経営の部

では「大変参考になった（４９．６％）」または「参考になった（５０．４％）」の合計が１０

０％であり、参加者の満足度は高かった。

③ 大学職員マネージメント研修

本年度は、「大学職員マネージメント研修」として平成１８年１月に実施した。

本年度は、国立大学法人化後、初めての決算業務を経験し、明らかとなった問題点や課題に対応

し、実務担当責任者である財務担当課長と実務担当者である係長等が互いに認識を深め、課題等を

克服するとともに、研修で受けた内容を各国立大学の実務担当者に普及することをねらいとし、民

間実務者からの解説を含めより実務に役立つ、実践的な内容とした。

また、これらの趣旨から、参加者は財務担当課長全員に加え、実務担当者も財務担当課長補佐、

係長等が加わったため、前年度の３倍弱の２８６名の参加となった。

（アンケートの調査結果）

終了後のアンケート調査の結果は、回答者のうち、「大変参考になった（４６．５％）」

または「参考になった（５１．７％）」の合計が９８．２％であり参加者の満足度は高かっ

た。また、同様の形態での継続開催を期待する意見や事例紹介を望む意見が多く寄せられ

た。

（６）国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供

①財務・経営に関する調査研究成果の提供

本年度は、財務・経営に関する調査研究の成果物として「大学経営危機への対処」、「研究報告

第９号（国立大学における資金の獲得・配分・利用状況に関する総合的研究）」及び「大学財務研

究第２号」を刊行し、国立大学法人に配付するとともに、本センターのセミナー・研修においても
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配付した。

②「国立大学法人経営ハンドブック」第２集等の作成・配布

本年度は、前年度刊行した国立大学法人経営ハンドブック第１集に引き続き、「国立大学法人経

営ハンドブック第２集」を平成１８年１月に刊行・配布した。

第２集の印刷に当たっては、第１集の利用状況等の聞き取り調査を実施し、その結果を踏まえ、

使いやすさをよくするために、Ｂ５版、章単位の分冊型式とした。このことにより一冊当たりのコ

スト削減が可能となり、追加配布希望のあった第１集も同様の型式で印刷配布してサービス向上に

つなげた。

③「国立大学の財務」（平成１７年度版）の刊行・提供

本年度は、各国立大学法人の決算に基づいた財務諸表等の集計・分析を行い、その結果を取りま

とめた「国立大学の財務」（平成１７年度版）を平成１８年２月に刊行し、国立大学法人等に提供

した。

なお、国立大学法人の役員等を対象に、「国立大学財務・経営センターシンポジウム（国立大学

の財務と経営）」を平成１８年２月に開催し、「国立大学の財務」について、研究部教授から詳細

に解説した。

④「国立大学法人等財務管理に関する協議会」の開催等

本年度は、上記「国立大学財務・経営センターシンポジウム（国立大学の財務と経営）」ととも

に、マネージメントに関する情報の提供・交流のために、国立大学法人の財務担当部長及び財務担

当課長を対象に「国立大学法人等財務管理等に関する協議会」を平成１７年５月に開催し、文部科

学省からの財務管理等に関する情報提供、国立大学法人の財務に関する課題処理の事例紹介を行う

など情報提供・交流を行った。

（７）財務・経営の改善に関する協力・助言

①共通課題の情報提供と国立大学等の求めに応じた経営相談

本年度は、前年度にセンターのホームページに開設した「国立大学法人等の経営改善方策の事例

紹介窓口」に、附属病院の経営改革（滋賀大学）、旅費業務のアウトソーシング（北海道大学）の

事例について大学の承諾を得て掲載した。

なお、国立大学は法人化後２年目となり、本年度になって財務・経営に関する様々な実践的処理

事例等の活動状況が新聞や専門誌等で紹介され始めた。このため、本年度は、サビー（文書検索）

システムを導入し、これらの事例等の事項の把握、収集を開始した。

今後、経営相談に関する情報提供に有効に活用できるよう分類・分析を行うこととしている。こ

れらの事例のうち、共通課題に関する処理実績等については、当該事例の国立大学等に内容を確認

し、承諾を得た上で、ホームページ等を通じて情報提供を行う予定である。

また、国立大学法人等からの経営相談はホームページ上に開設している「国立大学法人等に対す

る経営相談窓口」を通じて行われたのは１件であったが、直接来訪や電話連絡において、教育研究

組織の見直し等の相談を受けており、文部科学省とも連携して対応した。

なお、本年度において、国大協から経営相談に関する要請があったことから、来年度にはセンタ

ー内に経営相談体制を作り、普及啓発を図りつつ、経営相談事業に取り組むこととしている。

②不用教育研究機器の有効活用

本年度は、本センターが開催したセミナー・研修において「教育研究用機器リユース（再利用）

情報提供システム」のパンフレットを配布し、事業の趣旨の普及やシステムの理解に努めたが、結

果としてリユース登録はなかった。

なお、登録はなかったものの、国立大学等からシステムの内容等に対する５件の問い合わせがあ

り、必ずしも無関心ではないことから、複数の国立大学等から聞き取り調査を行った。その結果、
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法人化前に不用物品を適正に整理・処分を実施したことが主な原因であることが判明した。

このため、当面、このリユースシステムの利用は見込めないと考えられるが、今後も継続して各

大学の実情を把握しつつ、教育研究機器が有効活用されるよう当該システムの登録入力・データ検

索等について必要な改善を検討することとしている。

（８）大学共同利用施設の管理運営

ア 大学共同利用施設の有効利用（稼働率の向上）

大学共同利用施設の有効利用については、稼働率の向上（中期計画においては全体として７割

程度の稼働率の達成を目標）をめざし、会議室等に係る利用案内の窓口での配布、関係機関等に

対するＰＲ、公私立大学へ役員の直接訪問等を行った結果、本年度の全体の稼働率は、６７．１

％となり、前年度（４７．６％）に比べ１９．５％アップした。

イ サービスの向上（満足度の向上）

利用者の満足度を高めるため、本年度は、これまでの会場設営サービスに加え、外部利用者に

対する会場受付・設営、食事等のサービス業者の紹介業務を開始した。

また、利用者の満足度を把握するため、可能な限りアンケート調査を実施しており、利用者の

ほぼ全員から満足しているとの結果を得ることができた。

一方、利用に当たって、機器や機器操作盤の改善やコンセントの移設など要望があるが、予算

の範囲ではあるが、速やかに対応した。

①学術総合センター共用会議室等の管理運営

ア 学術総合センター共用会議室等の管理運営

学術総合センター共用会議室等の適切な管理運営の実施や施設利用の促進を図るため、これま

で、会議室等に係る利用案内の窓口での配布とともに、セミナー・研修等を活用して関係機関等

に配布し、ＰＲに努めている。また、センターのホームページに掲載している施設利用案内にお

いて、予約や仮予約を受付け、その予約状況を表示している。なお、予約受付補助業務、会場サ

ポート業務及び会場設営サービスを外部委託で実施している。

さらに、本年度は、新たに外部利用者に対する会場受付・設営、食事等のサービス業者の紹介

を行うサービスを外部委託で実施するとともに、請求関係補助業務を外部委託した。

イ 施設利用の促進（稼働率の向上）

学術総合センター共用会議室等の稼働率は、本年度は３７．０％（前年度３６．３％）であ

る。今後、ＰＲ活動とともに、仮予約期間の見直しやキャンセル状況を分析するなど、稼働率の

向上に努めることとしている。

②キャンパス・イノベーションセンターの管理運営

ア キャンパス・イノベーションセンターの管理運営

キャンパス・イノベーションセンターの適切な管理運営の実施や施設利用の促進を図るため、

これまで、会議室等に係る利用案内の窓口での配布とともに、関係機関等へ配布し、ＰＲに努め

た。また、センターのホームページに掲載している施設利用案内において、予約や仮予約を受付

け、一時利用室の予約状況を表示した。さらに、本年度は、大阪地区の稼働率の向上のため、役

員が関西地区の公私立大学を訪問し、ＰＲに努めた。

また、今後の施設利用のより一層の促進のため、キャンパス・イノベーションセンター専用の

ホームページ立ち上げの検討を開始しており、来年度には稼働させる予定である。

なお、キャンパス・イノベーションセンターの管理運営業務は、その全体について前年度当初

から外部委託としている。
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イ 施設利用の促進（稼働率の向上）

キャンパス・イノベーションセンターの本年度の稼働率については、東京地区の専有利用室の

稼働率が１００％となったことから、全体として７１．９％（前年度４９．４％）となった。

なお、大阪地区の利用促進を図るため、西日本地区の公私立大学に直接訪問しＰＲ活動を実施

した結果、来年度から新たに１私立大学が専有利用する予定である。

（９）国立大学法人財務・経営情報提供システムの構築

〇基本設計の進捗状況

国立大学法人財務・経営情報提供システムについては、国立大学法人が戦略的な経営を行うため

には財務・経営に関する様々な情報が必要であり、これら情報をセンターが収集・整理して分析

し、各国立大学法人に提供するためのデータベースを作成するものであり、本年度に予算が措置さ

れた。

なお、前述のとおり、各国立大学法人の決算に係る財務諸表等の集計・分析を行い、その結果を

取りまとめる「国立大学の財務」の内容に深く関連することから、前年度に開催した検討委員会に

おいて、「国立大学の財務」の分析指標等を参考に仕様策定すべきとの結論に至った。

このため、本年度の年度計画において基本設計を行うこととしていたが、「国立大学の財務」に

関わって国立大学法人から収集した財務諸表等の整理・分析に時間を要したため、平成１８年２月

からデータ分析の指標等必要な項目を整理し、システムの仕様書（案）を作成した。今後、速やか

に基本設計の作業に入り、当該システムの契約、納入を図ることとしている。

（１０）旧特定学校財産の管理処分

①大阪大学医学部等跡地の状況

大阪大学医学部等跡地（１２５㎡）については、大阪市から平成１８年１月１９日付けで当該跡

地取得の希望無しとの公文書が提出されたため、隣接地の所有者である京阪電鉄（株）の子会社で

ある京阪電鉄不動産（株）に売却した（18.1.30売買契約締結、18.2.3所有権移転）。

②広島大学本部地区跡地の状況

広島大学本部地区跡地については、地元の地方自治体である広島市と取得について連絡・調整を

行った。

当該跡地については、その一部を前年度に売却したが、残りの跡地（４６，８１４㎡）の利用の

有無について広島市からの要望を受けて、平成１８年３月３１日を回答期限としていた。ところ

が、平成１８年３月３０日付で、広島市より更なる回答期限猶予（１年間）の要望があったため、

平成１９年３月末まで回答期限を猶予することとした。

③東京大学生産技術研究所跡地の状況

当該跡地に建設中の国立新美術館は平成１８年５月末に竣工予定であり、本年度についても、用

途に応じて（当該利用用地として文化庁、地下道構築物用地として東京地下鉄（株）、マンホール

用地として東日本電信電話（株））それぞれ土地の賃貸借契約を締結した。

（１１）承継債務償還

①承継債務償還の状況

センターは、旧国立学校特別会計の財政融資資金からの長期借入金（債務）を一括して承継して

おり、センターと国立大学法人との間で締結した協定書に基づき、国立大学法人から納付される金

銭を確実に徴収し、財政融資資金への償還を行った。
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②具体的手続き

ａ 協定書に基づき、前年度に「平成１７年度における債務負担額について」の通知を発出し

た。

ｂ 各国立大学法人の納付期限の数日前に、センターからｅメールで各国立大学法人へ連絡を行

うことにより、各国立大学との確認を実施した。

ｃ 各国立大学法人から納付される金額を徴収するとともに、承継債務の償還及び当該債務に係

る利子の支払いを実施した。

（本年度償還実績） （単位：百万円）

平成１７年度 国立大学法人
からの回収額

区 分 債務承継額 前年度末
債務残高 元 金 利 子 年 度 末 元 金 利 子

償還額 支払額 債務残高 回収額 回収額

附属病院整備に 1,000,987 927,607 75,931 28,014 851,676 75,931 28,014
係る債務

附属病院整備以 3,750 － － － － － －
外に係る債務

合 計 1,004,737 927,607 75,931 28,014 851,676 75,931 28,014

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。

３．短期借入金の状況

短期借入金の限度額は、１０１億円である。なお、平成１７年度においては短期借入金の実績はなか

った。

４．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画に対する実績

平成１７年度において財産の譲渡及び担保への供与については、該当がなかった。

５．剰余金の使途

平成１７年度において剰余金の使途については、該当はなかった。

６．その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項等

（１）人事に関する計画の策定・実施状況

①人事に関する計画

ア 人事管理の方針

業務量及び業務内容に応じて柔軟な組織体制とするとともに、職員の専門性の強化について

は、センターの組織が小規模の組織であること等により独自採用が困難であるため、人事交流の

考え方として、例えば、国立大学において財務担当部門の職員であった者がセンターでの職務に

より専門性を高めたり、逆に国立大学の現場経験を踏まえてセンターの専門性の強化を図るな
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ど、互いに個々の職員や組織に利点のある人事交流を実施した。

イ 職員研修

職員の専門性の強化や意識改革を図るため、前年度に引き続き、次のような研修の機会を設

け、参加させた。

ａ センターにおける独自の研修

放送大学の授業科目を利用し、ア）センターの係長以上の職員に対し、その職務遂行に必要

な広範な知識を習得させ、もって管理する者としての資質の向上を図ることを目的とした「管

理監督者研修コース」、イ）職員に対し、その職務遂行に必要な広範な知識を習得させ、もっ

て職員の資質向上を図ることを目的とした「一般職員研修コース」を実施した。それぞれ参加

者は２名であった。

ｂ 国立大学ブロック研修

研 修 名 主 催 期 間 対象者（参加人数）

平成１７年度関東・甲信越地区国立大学 18.2.1～2.3 主任助成員（１人）筑波大学・東京芸術

大学法人等係長研修

平成１７年度関東・甲信越地区及び東京 筑波大学 18.3.3 係長（１）

地区実践セミナー

ｃ 社団法人国立大学協会の研修

研 修 名 主 催 期 間 対象者（参加人数）

平成１７年度国立大学法人等部長級研 17.7.28～7.29 部長級（２）社団法人国立大学協会

修

平成１７年度国立大学法人等課長級研 17.8.22～8.23 課長（２）社団法人国立大学協会

修

平成１７年度大学マネージメントセミ 17.10.17～10.19 役員（２）社団法人国立大学協会

ナーⅠ 部長級（２）

ｄ 省庁の研修

研 修 名 主 催 期 間 対象者（参加人数）

第３０回予算編成支援システム研修 財務省 17.10.18 係員（１）

ウ 人員

本年度の常勤職員数は２６名であり、人事に関する計画との変更はないが、今後、人件費の計

画的削減や国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しが求められていることから、常勤職員の

削減を予定している。




